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（様式２号） 

年  月  日   

          様 

                                                 所 在 地  

                                                       

                                                 代表者氏名   

                          担当者氏名  

                          電話     

建設業退職金共済証紙購入状況報告書 

    次のとおり共済証紙を購入したので、当該掛金収納書を貼付して報告します。 

 工 事 名  

 

 契約年月日 

 

年  月 日 

請 負 金 額                円 

変更請負金額                               円 

共済証紙購入

の考え方に基

づき計算した

参考額 

 

               【労働者の建退共制度加入率】    ％ 
    1000                70％ 

      

円 

 

           【労働者の建退共制度加入率】      ％ 

    1000                70％ 

 

                    円 

 共済証紙購入額      円  

（掛金収納書の貼付がない又は、共済証紙の購入額が少ない場合の理由） 

の 

り 

し 

ろ 

掛金収納書（契約者が発注者へ）           

(備考)責任者及び担当者の氏名並びに連絡先（電話番号）を記載した場合は、押印を省略することができ

る。 

× 

× 



 

 

建設業退職金共済証紙購入状況報告書作成上の注意 

 

１ 掛金収納書 

 (1) 「発注者名」については、例えば○○土木事務所長（氏名）等契約書上の発注者を記入する。     

なお、下請負業者については、元請負業者名を記入する。 

 (2) 「元請契約の工事番号及び工事名」については、契約書どおり記入する。 

   なお、下請負業者についても同様とする。 

 

２ 建設業退職金共済証紙購入状況報告書 

 (1) 工事請負契約金額が 500 万円以上の場合は、建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」という。）  

の掛金収納書を貼付した建設業退職金共済証紙購入状況報告書を工事請負契約締結後１ヶ月以内に提  

出する。 

 (2) あて名は契約書上の発注者とする。 

 (3) 「工事名」、「契約年月日」、「請負金額」、「変更請負金額」は契約書のとおり記入する。 

 (4) 購入額の記入方法 

  ア 「共済証紙購入の考え方に基づき計算した参考額」は、別紙「共済証紙購入の考え方について」   

のとおりとし、「工事種類別及び請負金額の当てはまる割合」及び「対象工事における労働者の建退

共制度加入率（％）」を記入し算出する。 

    変更契約を締結した場合は「共済証紙購入の考え方に基づき計算した参考額」を算出し直す。 

  イ 「共済証紙購入額」は掛金収納書に記載されている金額（下請負業者の収納書がある場合は、それ

を合算した金額）を記入する。 

    共済証紙を追加購入した時は、「共済証紙購入額」はそれ以前に購入した金額を含んだ合計額を記

載する。 

 (5) 掛金収納書（契約者が発注者へ）の貼付がない又は、共済証紙の購入額が少ない場合の理由欄記入  

方法 

   この報告書に掛金収納書の貼付がない場合及び、報告書の「共済証紙購入の考え方に基づき計算した

参考額」に対し「共済証紙購入額」が少ない場合は、その理由を記入する。 

   その理由とは、 

          ア 会社に退職金制度がある。 

イ 従業員が中小企業退職金共済事業の被保険者である。 

ウ その他の退職金制度に加入している。（以上は、貼付しない場合の理由） 

エ 対象労働者数及び就労予定日数を把握して計算した。（少ない場合の理由） 

オ その他 

  の場合をいう。 

 (6) 共済証紙取扱機関から証紙を購入のうえ、取扱機関から交付される掛金収納書（契約者が発注者へ）  

を貼付する。 

      なお、契約者が工事の一部を下請負に付した場合で、下請負業者が自ら証紙を購入した場合にはそ  

の掛金収納書（契約者が発注者へ）も併せて貼付する。 



 

 

別紙 

           共済証紙購入の考え方について 

 

  共済証紙購入額の把握が困難な場合は、 

                   対象工事における労働者の建退共制度加入率（％） 

   （請負金額）×（下記表の率）×  

                             ７０％ 

により算出した額を参考とすること。 

 

 

請負金額 

土   木 

舗 装 橋梁等 隧  道 堰  堤 浚渫・埋立 その他土木 

1,000～9,999千円 3.5/1000 3.5/1000 4.5/1000 4.1/1000 3.7/1000  4.1/1000 

10,000～49,999千円 3.3/1000 3.2/1000 3.6/1000 3.8/1000 2.8/1000  3.6/1000 

50,000～99,999千円 2.9/1000 2.8/1000 2.8/1000 3.1/1000 2.7/1000  3.1/1000 

100,000～499,999千円 2.3/1000 2.1/1000 2.1/1000 2.5/1000 1.9/1000  2.3/1000 

500,000千円以上 1.7/1000 1.6/1000 1.9/1000 1.8/1000 1.7/1000  1.8/1000 

 

                                   

請負金額 

建  築 設  備 

住宅・同設備 非住宅･同設備 屋外の電気等 機械器具設置 

1,000～9,999千円   4.8/1000   3.2/1000   2.9/1000   2.2/1000 

10,000～49,999千円   2.9/1000   3.0/1000   2.1/1000   1.7/1000 

50,000～99,999千円   2.7/1000   2.5/1000   1.8/1000   1.4/1000 

100,000～499,999千円   2.2/1000   2.1/1000   1.4/1000   1.1/1000 

500,000千円以上   2.0/1000   1.8/1000   1.1/1000   1.1/1000 

                            （注）請負金額は消費税相当額を含む。 

 

      証紙を購入する算式は、あくまで目安にすぎず、他工事で余った証紙も使用することができるので、

必要数を購入して下さい。 

 


